
ヤンマー 
チェコのコージェネメーカーを完全買収 

ヤンマーグループは5日、傘下の空調・発電設備

メーカー、ヤンマーエネルギーシステムを通じ、

チェコの投資会社ジェット・インベストメントか

ら同国のコージェネレーションメーカー、TEDOM

を完全買収することで合意したと発表した。 
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欧州の主要半導体メーカーが加

盟する業界団体の欧州半導体産業

協会（ESIA）は 2日、欧州連合（EU）

に「欧州半導体法」を見直し、域内

半導体企業への支援を強化するよ

う求める声明を発表した。 

2023 年 9 月に発効した半導体法

は、EU域内での半導体製造増強を

支援するのが目的。世界的な半導

体の供給不足や、域内供給の多く

を東アジアからの輸入に依存して

いる現状を踏まえ、30 年までに官

民で 430億ユーロを投じ、開発拠点

や生産設備の増強を後押しするほ

か、有力メーカーの誘致にも力を

入れ、アジアなど域外への依存度

を下げて安定供給を確保する狙い

がある。世界の半導体生産に占め

る EU のシェアを現在の約 10％か

ら30年には20％以上に引き上げる

という目標を掲げている。 

ESIAは声明で、11月に新体制が

発足する欧州委員会が半導体法の

改良版「半導体法 2.0」を早期に成

立させ、業界への支援を強化する

必要があると指摘。具体的には支

援を迅速に実施することや、欧州

企業が既に優位にある分野を重点

的に支援するよう求めている。 

また、同法が EUからの半導体輸

出を制限している点について、技

術流出防止や安全保障の面で理解

できるとしながらも、「制限的、保

護主義的な守勢のアプローチよ

り、支援や優遇措置に基づく経済

安全保障にとってポジティブなア

プローチが必要だ」と指摘した。 

このほか、半導体産業の「政策的

アプローチ」を統括する「特使

（Envoy）」の任命も求めている。 

これまでに EU は半導体法に

沿って、半導体大手の台湾積体電

路製造（TSMC）がインフィニオン

など欧州 3 社と共同でドイツ東部

のドレスデンに工場を建設するプ

ロジェクトに独政府が 50億ユーロ

を助成することなどを承認した。 

一方、米インテルが独東部マグデ

ブルクに半導体工場を開設プロ

ジェクトに対する助成の承認は 22

年 3 月に計画が発表されたにもか

かわらず下りておらず、着工に至っ

ていない。 

輸出制限をめぐっては、オラン

ダの半導体製造装置大手 ASML が

中国の顧客に対する輸出の半分以

上を禁じられており、同国政府が

懸念を示している。 

ESIAには ASML、独インフィニ

オン、オランダの NXP、スイスに本

社を置く ST マイクロエレクトロ

ニクスなどが加盟している。 
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   テクノロジー 

● 域内半導体企業への支援を強化するよう求める 

● 同法は EU の半導体シェアの引き上げを目標に掲げている 

欧州半導体業界、EUに「半導体法」見直しを要求 

必要な情報を収集します 

各種調査はFBCにお任せください 

30年間で培った「600件以上の調査実績」 

https://fbc.de/business/research/
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欧州連合（EU）と米国、英国など

10カ国・地域は 5日、人工知能（AI）

に関する初の国際条約に署名し

た。条約は 5カ国・地域以上が批准

すれば発効となる。 

この国際条約は、AI を人権や民

主主義、法の支配を損なわないよ

うに活用していくのが目的。EUで

8月 1日に発効した「AI規制法」と

理念が重なる。人権、民主主義、法

の支配の分野で国際社会の基準策

定を主導する国際機関の欧州評議

会（46カ国が加盟）が 5月に採択し

ていた。 

今回署名したのは EUのほか米、

英、ノルウェー、アイスランド、イ

スラエル、モルドバ、ジョージア、

サンマリノ、アンドラ。 

署名した国はAI利用をめぐり人

権侵害などが生じた際に責任を持

つことなどが求められる。 

OST42432 

 

 

● 条約は 5 カ国・地域以上が批准すれば発効となる 

● 署名国は AI 利用をめぐり人権侵害などが生じた際に責任を持つ 

EUがAI国際条約に署名、米英などと同時に 
スロバキアと台湾は 3日、半導体

提携の継続で覚書を交わした。今

台湾代表処の李南陽代表は、両国

の半導体協力の目標は電気自動車

電子工学研究所のウラジミール・

カンベル所長によると、同半導体

スロバキアと台湾、半導体分野の提携継続  

● 今後 4 年間に渡り半導体技術の共同開発に取り組む 

● 協力目標は EV の高性能なインバータ―技術を開発すること 
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後 4 年間に渡り半導体技術の共同

開発に取り組む内容で、スロバキ

アの専門家が台湾の工業技術研究

院（ITRI）で研修を受け、半導体技

術を移転できるようにする。スロ

バキアは昨年 6月、半導体分野のノ

ウハウ共有と人材交流を促進する

ことで台湾政府と合意している。 

大使館に相当する駐スロバキア

（EV）のインバータ―技術を開発

し、電力効率と性能を向上させる

ことだと述べた。 

スロバキア政府は半導体技術向

上のため、スロバキア工科大学

（STU）とスロバキア科学アカデ

ミー（SAS）電子工学研究所が ITRI

と共同で 2 つの半導体研究所を設

置する計画を支援している。SAS

研究所はまもなく開所する運び

だ。STUのオリバー・モラヴィチク

学長は、スロバキアは台湾から学

び、能力を高めることで、欧州連合

（EU）の半導体エコシステム構築

の基盤を築いていると述べた。 
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豊田自動織機（TICO）は 5日、自

律搬送ロボットを開発するクロア

チアのスタートアップ企業ギデオ

ン（Gideon）と資本提携を結んだと

発表した。同社の技術を活かして

自動物流車両分野で競争力のある

製品を開発し、急速に拡大する需

要を取り込む狙い。出資額などは

明らかにされていない。 

ギデオンはカメラセンサーによ

る位置特定などのナビゲーション

技術と人工知能（AI）を組み合わせ

た物体検知・自動荷役ソリュー

ションに強みを持つ。TICOは同社

のソフトウエアやAIアルゴリズム

を活用し、自動運転フォークリフ

トや無人搬送車などの性能強化を

目指す。 

ギデオンは従業員約 80人。ザグ

レブに本拠を構えるほか、米国に

も進出している。TICOとの提携に

より、同社の製造ノウハウと世界

的なネットワークにアクセスでき

るようになり、成長の加速が見込

まれる。 

OST42434 

 

豊田自動織機 

自律搬送ロボのギデオンに出資 

● 自動物流車両分野で急拡大する需要を取り込む狙い 

● ギデオンのソフトや AI 技術を活用し、製品の性能強化を目指す 
エストニアのシリアル起業家、 け、買い手はキーワードを入力せ と感じている。在庫があっても、適

AIがEコマースを革新：エストニアの起業家が新技術でコンバージョン率向上へ 

● AI を活用したビジュアルサーチ技術「ミロス AI」を開発 

● 買い手はキーワードを入力せずに欲しい商品を見つけられる 
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ヘイッキ・ハルドレ氏は、新たに人

工知能（AI）を活用したビジュアル

サーチ技術「ミロス AI（Miros AI）」

に取り組んでいる。この技術は、E

コマース（電子商取引）のコンバー

ジョン率（ウェブサイトを訪れた

人のうち、購入に至った割合）を向

上させるためのツールで、ネット

ユーザーの好みを 60 秒以内に AI

が把握し、最適な商品を提示する

というものだ。これにより、売り手

は商品にタグをつける手間が省

ずに欲しい商品を見つけられる。 

ハルドレ氏によれば、買い物客

のうち商品の特徴をキーワードで

表現できるのは 20％に過ぎず、多

くの人は言葉にできないため、サ

イトを延々とスクロールし続ける

しかないという。この傾向は特に

在庫の少ない Etsy のようなサイト

で顕著であり、結果的にコンバー

ジョン率はわずか 2％にとどまる。 

また、小売業者の半数が、サーチ

エンジンがうまく機能していない

切なタグがついていないため、検索

結果に表示されないことが多い。電

化製品はまだしも、デザイン重視の

家具やファッションのような商品

では、特徴を正確に言葉で表現でき

ない場合が 80 90％にも及ぶ。 

ミロス AIを使えば、買い物客が

好みの製品画像をクリックするこ

とで、たった 1分でその瞬間に興味

のある商品が表示されるようにな

る。その結果、Eコマースの売上が

最大 40％増加するという。 

(次頁に続く) 
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ミロス AIの大きな特徴は、過去

の閲覧や購入履歴ではなく、「今、

何が気に入るか」を判断する点に

ある。クッキー（Cookie）の記録が

不要なため、プライバシーに関す

る懸念もなく導入できるという。 

ハルドレ氏はこれまでに 5 社を

起業し、楽天が買収したバーチャ

ル試着サービス「フィッツミー」を

含む 4社の売却に成功している。今

回のミロス AIは 6社目のスタート

アップであり、AI 研究を手がける

タルトゥ大学の iCV ラボと提携し

て開発を進めている。ミロス AIの

開発には高い難度とコストが伴う

が、学術機関との協力により、効率

的で柔軟なソリューションの実現

を目指している。 

 

ミロス AIのホームページ 

https://miros.ai/ 
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   スタートアップ企業 

ElevenLabs 

Warsaw, Poland     https://elevenlabs.io/ 

音声生成 AIを手掛ける。同社の

ソフトウエアは AIを活用し、人が

話すときのイントネーションや強

勢などをリアルに再現できるのが

特徴。文脈に合わせて読む能力も

ある。音声クローン、人工音声設計

ができるツールも備える。わずか 5

秒の音声サンプルから元の声を再

現する音声合成ステーションもリ

リースしている。 

昨年 1 月のプレシードラウンド

で 200万米ドルを、6月にはシリー

ズ A の資金調達ラウンドで 1,900

万米ドルを確保。今年 1 月にはシ

リーズ B ラウンドで 8,000 万ドル

を調達した。資金を元にソフトの

全言語対応化を図るとともに、動

画自動吹き替えソフトの開発を強

化する。長期的には、話し言葉をリ

アルタイムで他言語に翻訳し音声

で出力するソリューションの開発

を目指す。同ソリューションは映

画の吹き替えや生放送、リアルタ

イムコミュニケーション（電話、オ

ンライン会議など）などで需要を

見込んでいる。 

悪用対策としては、イレブンラ

ブスの技術で合成された音声かど

うかを確かめられるツール「AI ス

ピーチ・クラシファイア」をリリー

スした。音声サンプルをアップ

ロードするだけで確認できる。イ

レブンラブスの技術で合成された

ままのデータであれば 99％以上検

知できるが、データに加工が加え

られれば加えられるほど、その確

率が下がっていくという。 

2022 年の設立で、スタッフ数は

約 40人。ワルシャワの他ロンドン

とニューヨークに拠点を持つ。 

AI技術で自然な音声合成を実現 

ElevenLabs（ポーランド） 

音声AIプラットフォーム開発 

OST42436 
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   自動車 

   その他産業  

クロアチアの高級電気自動車

（EV）メーカー、リマック・アウト

モビリは 4日、定置型エネルギー貯

蔵システム（ESS）部門「リマック・

エナジー（Rimac Energy）」が開発

した ESS 製品「サインスタック

（SineStack）」を英南東部コルチェ

スターの顧客に納入すると発表し

た。運用開始は 2025年を予定して

いる。取引額などの詳細は明らか

にしていない。 

サインスタックはシステム寿命

となるサイクル回数が最大で

12,0000 回に達し、充放電のエネル

ギー効率（往復効率、RTE）は 92％

以上を実現。液体冷却によって温度

勾配（温度変動幅）を 5℃未満に抑

えており、発電量あたりのコストを

表す均等化貯蔵コスト（LCOS）で高

い効率を誇る。また、バッテリーと

電力変換装置（パワーコンディショ

ナー、PCS）をバッテリーと統合す

ることで、外部インバーターを不要

にし、省スペース化に成功。これに

より、エネルギー密度を増加させ、

平方メートル当たりの効率を高め

ている。インバーターの変更や追加

を必要とせず、一度に 790キロワッ

ト時（kWh）の容量を追加できる。 

以前の発表によると、同システ

ムは 25年からクロアチア国内にあ

るリマックの拠点で量産を開始す

る予定で、年 10 ギガワット時

（GWh）以上の生産が見込まれて

いる。 

OST42438 

バッテリー製造の独 BMZ は 4

日、北マケドニアの首都スコピエ

にある技術産業開発区（TIDZ）で新

工場の建設を開始した。需要の増

大と独・ポーランドの熟練労働者

不足に対応する狙い。来年 5月の稼

働開始を予定する。 

6,500万ユーロを投資する。計 40

本の生産ラインを導入。770 ～

1,000人を新規雇用する。 

BMZはすでに北マケドニアで工

場を操業している。生産ラインは 5

本で、従業員は 110人。 

OST42437 

短信：独BMZ、北マケドニアでバッテリー工場を着工 

● サインスタックはサイクル回数が最大で 12,0000 回に達する 

● 同システムは 25 年からクロアチア国内で量産を開始する予定 

リマックのESS製品、英国で稼働へ 
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中欧の石油大手 MOL グループ

は 4日、ハンガリーのサーズハロン

バッタにあるドナウ製油所でグ

リーン水素プラントの稼働を開始

した。この取り組みは、地域の持続

可能性を高め、競争力と自給率の

向上を目指すグループ戦略「シェ

イプ・トゥモロー」の一環として行

われた。設備の容量は 10メガワッ

トで、中東欧では最大規模となる。

プラントでは年間 1,600 トンのグ

リーン水素を生産する。 

ドナウ製油所では、グリーン水

素を燃料生産に活用することで、

年間で約 25,000 トンの二酸化炭素

（CO2）排出量を削減できる。総投

資額は 2,200万ユーロで、電解設備

は米国のプラグ・パワーから調達

した。 

同製油所はこれまで天然ガスを

原料とするグレー水素を生産して

いたが、今後は徐々に再生可能エ

ネルギーを活用した水分解による

グリーン水素に切り替える方針

だ。グレー水素の生産は、現在

MOL グループ全体の CO2 排出量

の約 6分の 1を占めている。 

MOL グループのアーダム・ホル

ヴァート副会長（新・持続可能事

業担当）によれば、スロバキアの

首都ブラチスラバやクロアチア

のリエカにも同様のプラントを

建設する計画がある。特にリエカ

のプラントは 2026 年の稼働を目

指している。 

OST42439 

MOLグループ 

ハンガリーで中東欧最大のグリーン水素プラントを稼働 

● 設備容量は 10 メガワット、年間 1,600 トンのグリーン水素を生産 

● 電解設備は米国のプラグ・パワーから調達 
ハ ン ガ リ ー の ア ツ ェ ミ ル

（Acemil）グループが鉄道車両大手

の中国中車（CRRC）の子会社 2社と

合弁生産する。欧州における機関車

提携する。研修訓練施設および研

究開発所の設置も前向きに検討し

ているという。 

CRRC は、20 年に買収した独

したい意向だ。同時に、保守サービ

ス体制も整える。 

アツェミルのダーヴィド・コ

ヴァーチ取締役によると、欧州で走

中国中車子会社2社 

ハンガリーで鉄道車両を現地生産 

● 欧州における機関車や車両の更新に伴う需要増に応える狙い 

● 完成品の付加価値の 51％以上を欧州で生み出せるようにする 
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や車両の更新が加速するのを見込

み、ハンガリーに工場を設けて需要

に応える狙い。来年から生産を始め

る。長期的に、完成品の付加価値の

51％以上を欧州で生み出せるよう、

体制を整えていく。 

中国中車株洲電力機車（CRRC 

ZELC）とは機関車や電車の生産で

フォスロー・ローリング・ストック

（旧フォスロー・ロコモーティブ

ス）を通じて欧州連合（EU）内の鉄

道会社に製品を納入しているが、

大型受注には至っていない。EU市

場向けで有力とみられる幹線用機

関車、操車、電車、ダブルデッカー

列車のすべてをハンガリーで生産

る機関車の数はおよそ 5万 5,000両。

平均車齢は西欧で20～23年、東欧で

35年、ハンガリーに限ると 40～ 50

年に上る。欧州で計画されるグリー

ン・トランジションを実現するには

機関車の更新が必要だが、既存の車

両メーカーだけでは需要をまかなえ

ないとみて、商機をうかがっている。 

(次頁に続く) 
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アツェミルは、中国中車の子会

社である青島四方機車車両（CRRC 

Shandong）とは、貨車の合弁生産で

合意した。従来の提携関係を拡大

するもので、CRRC ZELCとの合弁

工場とは別に、工場を整備する。

2025年 1-3月期（第 1四半期）にも

操業を開始するという。CRRC 

Shangdongは中国企業として唯一、

貨車の欧州技術仕様（TSI）の認定

を受けている。 

コヴァーチ取締役は、連結・解放

の人手を省けるデジタル自動連結

器（DAC）が今後普及していくなか

で、貨車の需要が拡大すると見込

む。欧州で使われている貨車 50万

両の車齢が平均で 40年を超えてい

るため、連結器を換装するのでは

なく、貨車全体を更新する鉄道会

社が多いと考えられるからだ。同

取締役の見方では、今後 10年で 10

万両の需要がある。既存のメー

カーの持つ年間生産能力が合わせ

て 6,000～ 8,000両であることを踏

まえ、市場に食い込む余地は十分

とみている。 

アツェミルは 2022年、中国・欧州

間の鉄道貨物輸送を目的に設立さ

れた。物流のほか、鉄道車両生産、

エネルギー、IT の各事業を傘下に

持つ。全株式をプライベートエク

イティ・ファンドが保有している。 

OST42440 
TEDOM は分散型エネルギーシ

ステムの包括的な製品ソリュー

ションとメンテナンスサービスを

提供する。発電、電力・ガス販売、

サステナビリティ・コンサルティン

グなどのサービスも手掛ける。従業

ヤンマー、チェコのコージェネメーカーを完全買収 

● エネルギー分野におけるグループの地位を強化する狙い 

● TEDOM は 24 年に約 3 億 1,500 万ユーロの売上高を見込んでいる 
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ヤンマーグループは 5日、傘下の

空調・発電設備メーカー、ヤンマー

エネルギーシステムを通じ、チェ

コの投資会社ジェット・インベス

トメントから同国のコージェネ

レーションメーカー、TEDOMを完

全買収することで合意したと発表

した。エネルギー分野におけるグ

ループの地位を強化する。規制当

局の承認を経て取引が成立する。 

員は約 1,000人。チェコのほかドイ

ツ、ポーランド、スロバキア、米国、

英国、カザフスタンで事業を展開し

ている。2024 年は約 3 億 1,500 万

ユーロの売上高を見込んでいる。 

ヤンマーエネルギーシステムの

ピーター・アーセン責任者は、

「TEDOM が持つコージェネおよ

びエネルギーサービスに関する専

門知識と、ヤンマーのグローバル

ネットワークや革新技術を持ち寄

り、相互に補完し合うことで、将来

の成長に向けた強固な基盤を創り

出す」と述べた。 

OST42441 

TEDOM のコージェネレーションシステムのラインナップ 
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ポーランドの石油大手オルレン

は 4 日、リトアニア・クライペダ港

のエネルギーターミナルを運営す

る KN エナジーズ（旧クライペド

ス・ナフタ）と、同港の小規模液化

天然ガス（LNG）積み替え基地を

独占的に使用する契約を 5 年間更

新したと発表した。天然ガス網に

接続していない「オフグリッド顧

客」への供給を確保する目的で、契

約期限が 2030 年 3 月末に延長さ

れた。 

オルレンは、同基地で受け入れ

た LNGをトラックに積み替え、主

にポーランド北東部の産業顧客や

LNG 再ガス化施設に供給してい

る。これらの顧客は天然ガス網に

接続しておらず、最後は陸上輸送

するしかない。ポーランドの主要

LNG 受入基地のあるシフィノウイ

シチェよりもクライペダの方が地

理的に近いため、同港を利用して

いる。 

クライペダ港のLNG基地は貯蔵

能力 5,000立方メートルで、輸送能

力が海洋タンカーの 30分の 1ほど

の小型タンカーが停泊する。オル

レンは KN エナジーズが運営する

同港の洋上ターミナルでもLNGを

受け入れており、32 年まで天然ガ

スを年間 5 億立方メートル輸入で

きる態勢だ。洋上ターミナルで受

け取った LNG をそこで再ガス化

し、バルト諸国とポーランドの顧

客に納入している。ポーランドへ

は、22年に開通したポーランド・リ

トアニアパイプライン（GIPL）を経

由して輸送している。 
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モンテネグロ国有のツェルネ・

ゴレ電力会社（EPCG）が、他の南

東欧の国有電力会社に先駆けて

バッテリー式蓄電システム（BESS）

の設置に向けて準備を開始した。

再生可能エネルギーを含め、電力

をより有効に活用し、供給の安定

性を向上させる狙い。長期的には

発電・送電コストの抑制にもつな

がるとみている。南東欧や西バル

カン地域における国営エネ企業の

中では先駆的な試みとなる。次の

ステップは、事業化調査及びプロ

ジェクトデザイン業務の入札だ。 

国内 4 カ所にリチウムイオン電

池を利用したBESSを設置する。具

体的には、ペルシツァ水力発電所

とプリエブリャ火力発電所に容量

60メガワット時（MWh）のシステ

ムを 1 基、製鉄所跡地に整備した

ニクシッチ太陽光発電所に 2 基、

カピノ・ポリェ太陽光発電所に

5MWh のシステムを 1 基、導入す

る計画だ。 

OST42442 

 

 

● 「オフグリッド顧客」への供給を確保する目的 

● クライペダ港の LNG 基地は貯蔵能力 5,000 立方メートル 

オルレン、クライペダ港のLNG積み替え基地使用契約を延長 

● 地域の国営エネ企業の中では先駆的な試み 

● 国内 4 カ所にリチウムイオン電池を利用した BESS を設置する 

モンテネグロ国有電力EPCG、蓄電システム導入へ 
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欧州連合（EU）統計局ユーロス

タットが 6 日に発表したユーロ圏

と EUの 2024年 4～ 6月期の域内

総生産（GDP）の最新統計による

と、ユーロ圏の GDPは前期比 0.2％

増となり、伸び率は既報値の 0.3％

から 0.1ポイント下方修正された。 

EUの伸び率も 0.3％から 0.2％に

下方修正された。前年同期比は

ユーロ圏が 0.6％増、EUが 0.8％増

で、既報値と変わらなかった。 

前期比の伸び率は前期の 0.3％を

下回る水準。国別ではポーランド

が 1.5％で最高、アイルランドがマ

イナス 1.0％で最低だった。主要国

はドイツが 0.1％減。フランスとイ

タリアは 0.2％、スペインは 0.8％の

幅で伸びた。 

ユーロ圏の前期比の伸び率を分

野別にみると、公共支出が 0.6％増、

輸出が 1.4％増となったが、個人消

費が 0.1％減、設備投資が 2.2％減と

振るわなかった。 
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欧州連合（EU）の欧州会計検査院

（ECA）は 3 日に公表した報告書

で、新型コロナウイルスの感染拡

大で大きな打撃を受けた EU 経済

の復興を後押しするため創設され

た「復興基金」の活用が、2023年末

時点で 3割に満たないとして、苦言

を呈した。 

ECA が問題視したのは、復興基

金の中核となる「復興・強靭化ファ

シリティー（RRF）」からの交付の

停滞。RRFは 2021年に創設された

総額 7,240億ユーロの基金で、補助

金と融資の形で加盟国に分配され

る。使途が地球温暖化対策、デジタ

ル化推進などの事業に限定されて

おり、加盟国は事前に事業計画を

欧州委に提出し、審査を受ける必

要がある。26 年 8 月が分配の期限

となっている。 

報告書によると、RRF 運用の中

間点に当たる 23年末時点で加盟国

が受け取った資金は 2,130 億ユー

ロ。資金全体の 30％を割り込んで

いる。さらに、加盟国に供与された

資金のうち、対象事業を手がける

企業などに渡ったのは 5 割程度に

とどまる。 

スウェーデン、フィンランド、ア

イルランド、ポーランド、ハンガ

リーの 7カ国は 23年末時点で交付

はゼロだ。割り当てられた資金の

50％以上を受け取ったのはフラン

スだけだった。 

ECA は大半の加盟国が物価高、

物資の不足、EU の環境政策の不

透明性、行政能力の欠如などで事

業計画提出が遅れていることが

資金供与停滞の主因と指摘。交付

期限が 3 年後に迫る中、このまま

では RRF の資金を消化しきれず、

予定されていたプロジェクトが

実現しない恐れがあるとの懸念

を示した。 
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   総合・マクロ 

● 基金の活用は 2023 年末時点で 3 割に満たない 

● 資金を消化できずプロジェクトが実現しない恐れを懸念 

コロナ復興基金の活用停滞、欧州会計検査院が苦言 

● 伸び率は既報値の 0.3％から 0.1 ポイント下方修正 

● EU の伸び率も 0.3％から 0.2％に下方修正された 

ユーロ圏の4～6月GDP、前期比0.2％増に下方修正 
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ブルガリアはドイツとエネル

ギー分野での提携を拡大する。ウ

ラジーミル・マリノフ・エネルギー

相は 8日、ギリシャのテッサロニキ

でドイツのロベルト・ハーベック

経済・気候相と会談し、エネルギー

安全保障から脱炭素、グリーンエ

ネルギー開発まで広範な課題に共

同で取り組むことで合意した。 

ブルガリアでは 2021年以来、政

府と国内外の企業が協力し、経済

の脱炭素化を図るため数百億ユー

ロ規模のプロジェクトを開発して

きた。その多くは西部と南部にあ

る産炭地の変革に向けた太陽光発

電やグリーン水素発電の導入に関

連している。一方、同国では 10月

に過去 3 年で 7 度目となる総選挙

が行われるなど政治的な混乱が続

いており、環境事業を含む 50 億

ユーロ規模の景気刺激策が宙に浮

いたままとなっている。 

マリノフ・エネルギー相は同日、

ギリシャのテオドロス・スキラカキ

ス環境エネルギー相とも会談し、同

国北部アレクサンドルーポリ港の

浮体式 LNG 貯蔵・再ガス化設備

（FSRU）が 10月 1日に稼働を開始

するとの見通しを共有した。ブルガ

リアはロシア産ガスに対するルー

ブル払いの要求を拒否した後、同国

からの供給が途絶している。 
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ルーマニアのトランスエレクト

リカ、ジョージア国営送電会社

（GSE）、アゼルバイジャンのアゼ

ルエネルジ、ハンガリーのMVMの

4社は 3日ブカレストで、黒海海底

に高圧直流送電（HVDC）インター

コネクタを敷設するための合弁会

社「グリーンエナジー・コリドー・

パワー・カンパニー」を設立する株

主間契約に調印した。4カ国の送電

網を相互に接続して電力供給の安

定性を高め、再生可能エネルギー

の利用拡大を支援する狙い。 

合弁会社はまず、事業化調査を

実施する。最初の報告を 11月にア

ゼルバイジャンの首都バクーで開

かれる国連気候変動枠組条約第 29

回締約国会議（COP29）で公表する。 

工事はルーマニアとジョージア

を結ぶ区間から着工。それぞれ、ハ

ンガリーとアゼルバイジャンまで

延設する。ジョージアによると、総

工費は推定 200 億ユーロで、2029

年末の稼働を見込む。 

今回のプロジェクトは、2022 年

12 月、欧州送電事業者ネットワー

ク（ENTSO-E）が黒海をインターコ

ネクタ計画の対象に指定したのを

受けて始動した。欧州連合（EU）の

支援を受けており、ブルガリアも

参加を検討している。 

OST42447 

FBC Business Consulting GmbH    

Address: August-Schanz-Str.8, 60433, Frankfurt am Main, Germany 

Telephone: 069-5480950  Fax: 069-54809525  Email address: fbc@fbc.de 

Website: https://fbc.de 

● エネルギー安保から脱炭素、グリーンエネ開発などに取り組む 

● 政治的混乱が続くブルガリアでは景気刺激策が手付かずのまま 

ブルガリアとドイツ、エネルギー分野で広範に提携 

● ルーマニア、ジョージア、アゼル、ハンガリーの 4 カ国 

● 総工費は推定 200 億ユーロで、2029 年末の稼働を見込む 

4カ国が共同で黒海海底電力線を敷設、電力網を接続 

https://www.fbc.de
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